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第１章．申請者／認定者／サービス受給者の状況

（１）申請者の状況

図1-1に、1999年10月から2000年12月までの要介護認定申請者数の推移を示す。申請者

累計は、要介護認定準備期間（1999年10月～2000年3月迄）で249.4万人、2000年12月迄で

560.2万人となっている。なお、申請者数には新規申請分、更新申請分、変更申請分を全

て含んでいる。

月間申請者数は、1999年10月が69.6万人と突出して高かったものの、更新申請が多く

なってきた2000年10月以降は、約43～45万人で推移している。

ここで、2000年4～6月の申請率内訳をみると、4月では新規申請率86.3%、更新・変更

申請率13.7％に対し、6月では新規申請率33.4%、更新・変更申請率66.6％となっている。

因みに、2001年3月の認定者491,417人の新規認定者率は20.9％（102,503人）、更新・変更

認定者率は79.1％（388,914人）であった。

図1-1. 要介護認定申請者数の推移

表1-1. 認定申請の状況

注1. 図1-1と表1-1のデータは集計時期の関係で若干数字が異なっている。

注2. 更新申請等には、更新申請と変更申請を含む。

（出典）厚生労働省資料

（出典）全国介護保険担当課長会議資料（2000年7月31日、2001年5月28日）
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（２）要介護認定者の状況

図1-2に、2000年4～12月における、要介護度別にみた認定者数の推移を示す。認定者総

数は、2000年4月の218.3万人から漸増し、8月には240.9万人、12月には249.8万人となって

いる。

次に、2000年12月の認定者249.8万人を要介護度別にみると、「要支援」32.1万人

（12.8％）、「要介護１」67.0万人（26.8％）、「要介護２」46.7万人（18.7％）、「要介護３」

35.2万人（14.1％）、「要介護４」36.5万人（14.6％）、「要介護５」32.3万人（12.9％）であ

った。

図1-2. 要介護度別にみた認定者数の推移

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告月報」
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（３）サービス受給者の状況

表1-2に、2000年4～10月における、要介護認定者数、在宅・施設別サービス受給者数、

未受給者数の推移を示す。

このうち、2000年10月をみると、認定者数247.3万人に対し、サービス受給者総数は

192.1万人（対認定者77.7％）、うち在宅サービス受給者は129.7万人（52.4％）、施設サービ

ス受給者は62.4万人（25.2％）であった。したがって、認定者からサービス受給者を除いた

未受給者は55.3万人、認定者に対する未受給率は22.3％となっている。

表1-2. 要介護認定者とサービス受給者

（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告月報」

注1. 端数処理の関係で、一部合計が合わない部分あり。

注2. 在宅サービス受給者の中には、償還給付（住宅改修、福祉用具購入）者も含む。

注3. 各月とも、認定者及びサービス受給者に、一部未報告の保険者分が含まれていない。

注4. 未受給者には、認定されたが、介護保険施設以外に入院／入所している者、在宅療養者で

とりあえず認定は受けたが、家族介護等で他のサービスの必要がない者などが含まれている。

（４）第１号被保険者と第２号被保険者の構成割合

表1-3に、日本医師会他がこれまで実施した、①訪問看護ステーション ②通所リハビ

リテーション ③療養型病床群 ④老人保健施設の各サービス利用者に関する実態調査結

果を示す。なお、全老健が実施した調査における調査対象者は、１事業所当たり延べ入所

者数（短期入所者を含む）である。

第２号被保険者の構成比は、療養型病床群6.4％、老人保健施設2.4％、訪問看護4.1～

4.3％、通所リハ2.9％であった。



表1-3. 第1号／第2号被保険者の構成割合

（５）まとめ
① 申請者の状況
要介護認定準備期間（1999年10月～2000年3月）における申請者総数は249.4万人であ

った。2000年9月以降の申請者数は、月間40～50万人で推移している。なお、2001年3月の

認定者491,417人のうち、更新・変更認定者数388,914人（79.1％）、新規認定者数102,503

人（20.9％）であった。

② 認定者の状況
2000年12月迄の要支援・要介護認定者数は249.8万人であった。これを要介護度別にみ

ると、「要介護１」が67.0万人（26.8％）と最も多く、次いで「要介護２」46.7万人

（18.7％）、「要介護４」36.5万人（14.6％）、「要介護３」35.2万人（14.1％）、「要介護５」

32.3万人（12.9％）、「要支援」32.1万人（12.8％）の順であった。

③ サービス受給者の状況
2000年10月迄の認定者数は247.3万人であるが、このうち実際のサービス利用者は192.1

万人（在宅129.7万人、施設62.4万人）であった。残り55.3万人（認定者の22.3％）は、認

定は受けているが介護保険サービスは利用していない者であるが、この中には、家族介護

等でサービスの必要がない者や、介護保険施設以外の施設に入院・入所している者が含ま

れている。

④ 第１号／第２号被保険者の構成割合
日本医師会等が実施した各種調査結果より、主な医療系サービス利用者に占める第２号

被保険者比率をみると、訪問看護4.3％、通所リハ2.9％、療養型病床群6.4％、介護老人保

健施設2.4％であった。

（出典）

①日本医師会、「医師会立訪問看護ステーションの運営実態に関する調査研究（Ⅰ）」、2000年11月．
①社団法人全国訪問看護事業協会、「訪問看護ステーションの経営に関する調査」、2000年12月．
②日本医師会・全国老人デイ・ケア連絡協議会、「通所リハビリテーション事業所の運営実態に関する調査
研究」、2001年3月．
③日本医師会・介護療養型医療施設連絡協議会、「療養型病床群の運営実態に関する調査研究」、2001年3月．

④全老健、「介護保険制度開始直後実態調査結果の概要（単純集計）」、2000年10月.
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第２章．医療・介護サービスの提供体制

（１）施設サービスの提供体制

① 指定介護療養型医療施設の状況
ア）指定状況

表2-1に、2000年4月と11月における、介護療養型医療施設の指定状況を示す。2000年11

月時点の療養型医療施設の総病床数は345,534床、うち介護保険適用は117,656床（構成比

34.1％）、医療保険適用は227,878床（65.9％）である。なお、介護保険適用病床117,656床

の内訳は、療養型（病院）89,568床（76.1％）、療養型（診療所）8,806床（7.5％）、介護

力強化病棟15,503床（13.2％）、老人性痴呆疾患療養病棟3,779床（3.2％）であった。2000

年4～11月の9ヶ月間で増加した病床数はわずか2,568床に過ぎない。

現行の介護保険適用病床数は、厚生省（当時）が提示した2000年度整備目標の19万床

（この数字は予算上でも使用されている）、その後の都道府県介護保険事業支援計画数を積

み上げた178,626床にも遠く及んでいない。

介護保険への移行が進んでいない要因としては、①診療報酬と介護報酬額の差　②おむ

つ給付の取扱いの違い ③地方単独事業による自己負担免除対象者の取扱いの違い な

どが考えられるが、介護保険への移行を進めるためには、今後これらの整合性を図る必要

があろう。

表2-1. 介護療養型医療施設の介護保険指定病床数の比較
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イ）療養型病床群等の整備状況の推移
表2-2に、1994～2000年における療養型病床群等の病床数の推移を示す。総病床数は、

1994年の115,468床から2000年には345,534床に急増している。この内訳をみると、療養型

（病院）が10,735床⇒255,460床（244,725床増）、療養型（診療所）が0床⇒24,440床

（24,440床増）、介護力強化病棟が103,548床⇒53,637床（49,911床減）、老人性痴呆疾患療

養病棟が1,185床⇒11,997床（10,812床増）であり、療養型病床群への移行および痴呆患者

の療養機関である老人性痴呆疾患療養病棟の整備が進んでいる状況がわかる。

表2-2. 療養型病床群等の病床数の推移（指定ベース）

さらに、一般病院数／一般病床数に対する療養型病床群を有する病院数／療養型病床

群病床数の構成割合、および有床診療所数に対する療養型病床群を有する有床診療所数

を表2-3に示す。1997年11月時点では、療養型病床群を有する病院数は一般病院の8.9％、

病床数は一般病床の4.6％であったのに対し、2000年11月時点では、一般病院の39.0％が療

養型病床群を有しており、一般病床に占める療養型病床群病床数の割合も19.3％となって

いる。

表2-3.療養型病床群を有する病院／診療所の構成割合（実稼動ベース）

（出典）厚生労働省「医療施設動態調査」

（出典）厚生労働省「医療施設調査・病院報告」、厚生労働省資料

注1. 療養型病床群の病床数は、各年10月1日現在のデータ。

注2. 介護力強化および痴呆疾患療養病棟の病床数は、各年7月1日現在のデータ。

注3. 2000年のデータは全て11月1日現在のデータ。
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ウ）療養型病床群への転換の状況

次に、療養型病床群への転換状況をみる。

表2-4に、1994～2000年における一般病床、療養型病床群、老人病床（介護力強化病床含

む）の病床数の推移を示す。一般病床の総数は、1994～2000年4月（介護保険施行前）ま

で約126万床で推移しているが、内訳をみると、一般病床（療養型、老人病床以外）が

1,064,441床⇒955,640床（108,801床減）、療養型病床群が10,735床⇒229,081床（218,346床

増）、老人病床が184,572床⇒77,146床（107,426床減）となっている。

これより、1994年から介護保険施行前までの間、療養型病床群が21.8万床増加している

が、その内訳は、老人病床からの転換が約10.7万床（老人病床の減少分は全て療養型への

転換と仮定）、一般病床からの転換（一般病床の減少分は全て療養型への転換と仮定）が

約10.9万床であり、老人病床と一般病床から同程度移行していた時期（一般病床からの転

換が盛んであった時期）とみることが出来る。

一方、介護保険施行後の2000年4～11月の状況をみると、療養型病床群は26,379床増と

なっているが、これは、老人病床からの転換の約2.4万床とほぼ同じ水準であり、また、一

般病床数は95.5万床で横這いとなっている。従って、介護保険施行後は、一般病床からの

移行はほぼ休止し、老人病床からの移行がほとんどとなっている状況といえる。

表2-4. 一般病床、療養型病床群、老人病床の各病床数の推移

（出典）厚生労働省「医療施設調査・病院報告」、厚生労働省資料

注1. 療養型病床群の病床数は、各年10月1日現在のデータ。

注2. 介護力強化および痴呆疾患療養病棟の病床数は、各年7月1日現在のデータ。

注3. 2000年のデータは全て11月1日現在のデータ。
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② 介護老人保健施設の状況
表2-5に、1994～2000年における、施設数、入所定員数、在所者数等の推移を示す。厚

生労働省資料によると、2000年10月1日現在の施設数は2,683施設、入所定員は23万4千

人、月末在所者数は22万5千人となっている。

介護保険施行後、在所率（＝月末在所者数／入所定員）が約7％高くなっており、平均

入所期間が長くなっている影響の可能性が示唆された。

表2-5. 介護老人保健施設の状況

③ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の状況
表2-6に、1994～2000年における、施設数、入所定員数、在所者数等の推移を示す。厚

生労働省資料によると、2000年10月1日現在の施設数は4,486施設、入所定員は29万9千

人、月末在所者数は29万4千人となっている。

表2-6. 特別養護老人ホームの状況

（出典）厚生労働省「老人保健施設調査」、「平成12年介護サービス施設・事業所調査結果速報」

（出典）厚生労働省「社会福祉施設等調査報告」、「平成12年介護サービス施設・事業所調査結果速報」
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④ 介護保険施設の登録事業所数の推移
図2-1に、種類別にみた介護保険施設の登録事業所数の推移を示す。WAM NETによる

と、2001年2月現在で、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）4,510事業所、介護老

人保健施設2,712事業所、介護療養型医療施設3,917事業所となっている。なお、2000年3

～5月迄は登録事業所数に大きな変動があるが、これは都道府県への届出、WAM NET上

への掲載に関連したタイムラグの影響であり、実際のサービス事業所数を表したものでは

ない。（なお、WAM NETの数値と、厚生労働省の平成12年介護サービス施設・事業所調

査結果速報の数値は若干異なっている）

図2-1. 種類別にみた介護保険施設数の推移

（出典）WAM NET
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（２）在宅サービスの提供体制

① サービス種類別にみた登録事業所数の推移
図2-2に、WAM NETに登録されている、サービス種類別事業所数の推移を示す。2001年

2月末時点における登録事業所数は、「居宅療養管理指導」132,716事業所、「訪問看護」

57,471事業所、「訪問リハ」44,108事業所、「訪問介護」13,410事業所、「訪問入浴介護」

2,815事業所、「通所リハ」5,565事業所、「通所介護」8,506事業所、「短期入所療養介護」

6,548事業所、「短期入所生活介護」4,748事業所、「痴呆対応型共同生活介護」852事業所、

「特定施設入所者生活介護」304事業所、「福祉用具貸与」4,914事業所、「居宅介護支援」

22,001事業所となっている。なお、医療系サービスの場合、みなし指定事業所数も含まれ

ているため、実際にサービス提供を実施している事業所数とは異なっている可能性がある。

因みに、厚生労働省「平成12年介護サービス施設・事業所調査結果速報」によると、同

年10月1日時点の「訪問看護事業所（ステーション）」は4,994事業所、「通所リハ事業所

（医療機関）」は2,950事業所となっている。

登録事業所数の推移をみると、介護保険施行後も事業所数が増加傾向にあるのは訪問

介護、通所介護、痴呆対応型共同生活介護、福祉用具貸与などであった。

図2-2. 種類別にみた在宅系サービス事業所数の推移
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② 設立法人種類別にみた登録事業所数
表2-7に、2000年7月1日時点における設立法人種類別指定事業者所数を示す。（なお、医

療系サービス事業者に関しては、みなし指定分が登録されていないため、ここでは割愛し

ている。）

「訪問介護」の事業所数をみると、「営利法人」が40.2％と最も多く、次いで「社会福

祉法人（社協以外）」20.0％、「社会福祉協議会」18.1％、「医療法人」9.9％の順であった。

「通所介護」では、「社会福祉法人（社協以外）」が61.7％、「社会福祉協議会」16.3％

と、8割程度を社会福祉法人で実施していた。

「痴呆対応型共同生活介護」では、「社会福祉法人（社協以外）」が37.5％と最も多く、

次いで「医療法人」31.9％、「営利法人」20.2％の順であった。

「居宅介護支援」では、「医療法人」が26.1％と最も多く、次いで「営利法人」23.0％、

「社会福祉法人（社協以外）」22.6％、「社会福祉協議会」10.6％の順であった。

営利法人は、「訪問介護（構成比40.2％）」、「訪問入浴介護（30.2％）」、「痴呆対応型共

同生活介護（20.2％）」、「特定施設入所者生活介護（68.6％）」、「福祉用具貸与（87.1％）」、

「居宅介護支援（23.0％）」に積極的に参入している様子がわかる。

表2-7. 設立法人種類別にみた指定事業所数（2000年7月1日現在）

（出典）全国介護保険担当課長会議資料（2000年7月31日）
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（３）まとめ

① 指定介護療養型医療施設の指定状況
2000年11月1日現在の療養型医療施設（療養型病床群、介護力強化病棟、老人性痴呆

疾患療養病棟）の総病床数は345,534床、うち介護保険適用117,656床（構成比34.1％）、

医療保険適用227,878床（65.9％）であった。なお、介護保険適用117,656床の内訳は、療

養型病床群（病院）89,568床（構成比76.1％）、療養型病床群（診療所）8,806床（7.5％）、

介護力強化病棟15,503床（13.2％）、老人性痴呆疾患療養病棟3,779床（3.2％）であった。

介護力強化病棟は、2000年11月1日現在で53,637床残っている。

② 療養型病床群の整備状況
1997年11月1日時点では、療養型病床群を有する病院数は745施設（一般病院の8.9％）、

療養型病床群病床数（実稼動ベース）は58,660床（一般病床の4.6％）であったのに対し、

2000年11月時点では、一般病院の39.0％が療養型病床群を有しており、一般病床に占める

療養型病床群病床数の割合も19.3％となっている。

③ 療養型病床群への転換状況
1994年から介護保険施行迄、療養型病床群は21.8万床増加しているが、その内訳は、老

人病床（介護力強化病床）からの転換が約10.7万床、一般病床からの転換が約10.9万床で

あり、老人病床と一般病床から同程度移行していた時期とみることが出来る。一方、2000

年4～11月の状況をみると、療養型病床群は26,379床増となっているが、そのほとんどは老

人病床（介護力強化病床）からの転換であり、一般病床は95.5万床で横這いとなっている。

④ 介護老人保健施設／介護老人福祉施設の状況
2000年10月1日時点の介護老人保健施設数は2,683施設、入所定員は23.4万人、月末在

所者数は22.5万人であった。また、同時点の介護老人福祉施設数は4,486施設、入所定員

29.9万人、月末在所者数29.4万人となっている。

介護老人保健施設の在所率（＝月末在所者数／入所定員）は96.2％と、前年度より約

7％上昇しており、平均入所期間が長くなっている影響と考えられた。

⑤ 介護保険関連の在宅サービス提供体制
2001年2月末日時点における主なサービス種類別登録事業所数は、「居宅療養管理指導」

132,716事業所、「訪問看護」57,471事業所（訪問看護ステーション4,994事業所（2000年10

月））、「訪問リハ」44,108事業所、「通所リハ」5,565事業所（医療機関2,950事業所（2000

年10月））、「訪問介護」13,410事業所、「訪問入浴介護」2,815事業所、「通所介護」8,506事

業所、「痴呆対応型共同生活介護（グループホーム）」852事業所、「福祉用具貸与」4,914

事業所「居宅介護支援」22,001事業所であった。このうち事業所数が増加傾向にあるのが

訪問介護、通所介護、痴呆対応型共同生活介護、福祉用具貸与などであった。




